
 

 

平成 30 年 10 月 1 日 

 

橿原市長 

森下 豊 様 

 

橿原市市有施設再配置検討審議会 

会長 赤﨑 弘平 

 

 

答 申 書 

 

 

平成29年 4月 20日付で諮問されました橿原市市有施設の再配置に係る施設分類別

基本的方針について、本審議会において計７回にわたり慎重に審議を重ねた結果、別

添「施設分類別基本的方針」をもって答申と致します。 

 

橿原市においては、昭和 40 年代から 50 年代にかけて多くの公共施設が整備され、

今後、一斉に大規模改修や建替え等の更新を迎えることとなります。しかし、その一

方で、人口減少や少子高齢化等に伴い財政状況が厳しさを増すと予測され、このまま

では公共施設を適正に維持することが難しく、また、更新費用等が市の財政を圧迫し、

市民サービスの低下も懸念されます。これらの課題に対応するためには、施設分類別

基本的方針に基づき、施設の縮減を含む適正管理を着実に進めることが必要となりま

す。 

しかし、多くの公共施設は市民サービスの場のみではなく、地域コミュニティーの

核としての一面を持ち合わせています。本方針を進めるにあたっては、公共施設の廃

止や統合だけに主眼を置くのではなく、市民へのわかりやすい説明を十分に行いなが

ら計画を進め、次世代の負担を軽減するとともに、本来の行政サービスの向上を目指

し、安全で安心して利用できる公共施設となるよう、適正な管理を進めることを望み

ます。  



 

 橿原市市有施設再配置検討審議会 

 

所属・役職 氏 名 

元大阪市立大学大学院教授 赤﨑
あかさき

 弘平
こうへい

 

学校法人冬木学園理事 藤原
ふじわら

 昭
あきら

 

特定非営利活動法人日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会 

会長兼理事長 
植田
うえだ

 和男
かずお

 

弁護士法人トラスト＆サービス 弁護士 北浦
きたうら

 一郎
いちろう

 

橿原市自治委員連合会会長 米田
こめだ

 勝
かつ

彦
ひこ

 

橿原市自治委員連合会副会長 

堀
ほり

野
の

 威
たけし

 

平成 29 年 2 月 1 日～平成 29年 5月 22 日 

北
きた

 皖
かん

一
いち

 

平成 29 年 5 月 22 日～平成 30年 5月 24 日 

仲
なか

川
がわ

 八
はち

郎
ろう

 

平成 30 年 5 月 24 日～ 

橿原市自治委員連合会副会長 

桝谷
ますたに

 佐
さ

千代
ち よ

 

平成 29 年 2 月 1 日～平成 30年 5月 24 日 

米
よね

川
かわ

 憲
のり

久
ひさ

 

平成 30 年 5 月 24 日～ 

橿原商工会議所会頭 森本
もりもと

 俊一
しゅんいち

 

橿原市社会福祉協議会常務理事 岩田
い わ た

 弘子
ひ ろ こ

 

橿原市校長会（小学校校長会）会長 

上
うえ

本
もと

 勝
まさ

道
みち

 

平成 29 年 2 月 1 日～平成 29年 4月 1日 

﨑
さき

山
やま

 俊二
しゅんじ

 

平成 29 年 4 月 1 日～平成 30年 4月 1日 

米
こめ

田
だ

 博
ひろ

一
かず

 

平成 30 年 4 月 1 日～ 

橿原市ＰＴＡ連合会代表 前川
まえかわ

 真吾
しんご

 

平成 29 年 3 月 1 日～ 

橿原市議会議長 

細川
ほそかわ

 佳
よし

秀
ひで

 

平成 29 年 3 月 1 日～平成 30年 3月 5日 

たけだ やすひこ 

平成 30 年 3 月 5 日～ 

橿原市議会総務常任委員長 

小川
お が わ

 和俊
かずとし

 

平成 29 年 3 月 1 日～平成 30年 3月 5日 

うすい 卓也
た く や

 

平成 30 年 3 月 5 日～ 

公募委員 本塚
もとづか

 操
みさお

 

公募委員 安村
やすむら

 幸生
ゆ き お

 

 ※委嘱期間の記載がない委員については、平成29年 2月 1日から委嘱しています。 


